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議 案 番 号 議 案 名 頁

報告第　４　号
市長専決処分の報告について
（和解及び損害賠償の額の決定について）

１～２

議案第　46　号
専決処分につき承認を求めることについて
（生駒市税条例等の一部を改正する条例の制定について）

３～８

議案第　47　号
専決処分につき承認を求めることについて
（生駒市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について）

９～11

議案第　48　号
専決処分につき承認を求めることについて
（生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について）

12～13

議案第　49　号
専決処分につき承認を求めることについて
（生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部を改正する条例の制定について）

14～15

議案第　50　号
専決処分につき承認を求めることについて
（生駒市立保育所条例の一部を改正する条例の制定について）

16～18

平 成 ２８ 年 生 駒 市 議 会 （ 第３回 ） 臨 時 会 議 案 目 録



報告第 ４ 号  

 

市長専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会

において指定されている下記事項について、別紙のとおり専決処分したから、同

条第２項の規定により報告する。 

記 

 和解及び損害賠償の額の決定について 

 

  平成２８年５月１１日提出                            

                    生駒市長 小 紫 雅 史 
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専第 ７ 号 

 

専   決   処   分   書  

 

和解及び損害賠償の額の決定について 

 

和解及び損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第 1 項の規定に基づき、議会の議決により指定された市長の専決処

分事項について、下記のとおり専決処分する。 

記 

１  事故区分及び事故発生年月日  

   物損事故  

   平成２７年１０月３１日（土）午前１０時３０分頃  

２ 事故発生場所  

   生駒市元町１丁目１０番５号先  

   市道宝山寺参詣線上  

３ 損害賠償額  

   金  １９５，７２３円  

４ 事故の概要  

  上記場所において、市道を南から北へ歩行中、道路側溝のグレーチング

蓋がはずれ、足を踏みはずし、足を負傷したもの。  

 

  平成２８年４月１９日  

                     生駒市長 小  紫  雅  史  
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議案第 46 号 

 

   専決処分につき承認を求めることについて 

 

 生駒市税条例等の一部を改正する条例を定めることについては、市議会を招集

する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７

９条第１項の規定により、平成２８年３月３１日別紙のとおり処分したから、同

条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

  平成２８年５月１１日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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専第 ２ 号 

 

           専  決  処  分  書 

 

生駒市税条例等の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

  

平成２８年３月３１日 

                  

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市税条例等の一部を改正する条例 

 （生駒市税条例の一部改正） 

第１条 生駒市税条例（昭和５０年１２月生駒市条例第３１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

   第４７条第２項第１号中「又は名称、住所若しくは居所又は事務所若しくは

事業所の所在地及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう｡)又は法人

番号」を「及び住所又は居所（法人にあっては、名称、事務所又は事業所の所

在地及び法人番号）」に改める。 

第６３条中「又は第１２号の固定資産」を「若しくは第１２号の固定資産又

は同項第１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療

関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る｡)」に、「独立行政

法人労働者健康福祉機構」を「独立行政法人労働者健康安全機構」に改める。 

第６６条中「又は第１２号」を「、第１２号又は第１６号」に改める。 
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第１３９条の３第２項第１号中「個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号を

いう。以下この号において同じ｡)又は」を削り、「同条第１５項」を「行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第１

５項」に改め、「個人番号又は」を削る。 

  附則第１２条の２第４項中「附則第１５条第２項第６号」を「附則第１５条

第２項第７号」に改め、同条第１２項を同条第１９項とし、同条第１１項を同

条第１７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

18 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の

４とする。 

附則第１２条の２中第１０項を第１６項とし、第９項を第１５項とし、第８

項を第９項とし、同項の次に次の５項を加える。 

10 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

11 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

12 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

13 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

14 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第１２条の２中第７項を第８項とし、第６項の次に次の１項を加える。 

７ 法附則第１５条第２９項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の

１とする。  
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附則第１２条の３第９項第５号中「費用」の次に「及び令附則第１２条第３

６項に規定する補助金等」を加える。 

（生駒市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 生駒市税条例の一部を改正する条例（平成２７年１２月生駒市条例第３

３号）の一部を次のように改正する。 

  附則第６条第３項の表第１０６条第１項の項中「第３４号の２様式」を「施

行規則第３４号の２様式」に改め、「第１条の規定」を削り、同表第１０６条

第２項の項中「第３４号の２の２様式」を「施行規則第３４号の２の２様式」

に改め、同表第１０６条第３項の項中「第３４号の２の６様式」を「施行規則

第３４号の２の６様式」に改め、同表第１０６条第４項の項中「第３４号の２

様式」を「施行規則第３４号の２様式」に改め、同条第７項の表第１０８条の

２の項中「第１０８条の２」を「第１０８条の２第１項」に改め、同条第１０

項の表第７項の表第１０８条の２の項の項中「第１０８条の２」を「第１０８

条の２第１項」に改め、同条第１２項の表中 

第７項の表第１０８条

の２の項 

附則第６条第５項 

 

第７項の表第１０９条

第２項の項 

附則第６条第６項 

 

第７項の表第１０８条

の２第１項の項 

附則第６条第５項 附則第６条第１２項に

おいて準用する同条第

５項 

第７項の表第１０９条

第２項の項 

附則第６条第６項 附則第６条第１２項に

おいて準用する同条第

６項 

改め、同条第１４項の表第７項の表第１０８条の２の項の項中「第１０８条の

２」を「第１０８条の２第１項」に改める。  

」

「 

を 

「 

」

に 
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   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の生駒市税条

例（以下「新条例」という｡)の規定中固定資産税に関する部分は、平成２８年

度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２７年度分までの固定資産

税については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１２条の２第７項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行

日」という｡)以後に新たに取得され、又は改良される地方税法等の一部を改正

する等の法律（平成２８年法律第１３号）第１条の規定による改正後の地方税

法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という｡)附則第１５条第２９項

に規定する償却資産に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用する。 

３ 新条例附則第１２条の２第１０項の規定は、施行日以後に新たに取得される

新法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

４ 新条例附則第１２条の２第１１項の規定は、施行日以後に新たに取得される

新法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

５ 新条例附則第１２条の２第１２項の規定は、施行日以後に新たに取得される

新法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

６ 新条例附則第１２条の２第１３項の規定は、施行日以後に新たに取得される

新法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備に対して課する平成２９年
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度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 新条例附則第１２条の２第１４項の規定は、施行日以後に新たに取得される

新法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

８ 新条例附則第１２条の２第１８項の規定は、施行日以後に新たに取得される

新法附則第１５条第４２項に規定する家屋及び償却資産に対して課する平成２

９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

９ 新条例附則第１２条の３第９項第５号の規定は、施行日以後に改修される新

法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修住宅又は同条第１０項に

規定する区分所有に係る家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定

資産税について適用する。 
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議案第 47 号 

 

   専決処分につき承認を求めることについて 

 

 生駒市都市計画税条例の一部を改正する条例を定めることについては、市議会

を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、平成２８年３月３１日別紙のとおり処分したか

ら、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

  平成２８年５月１１日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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専第 ３ 号 

 

           専  決  処  分  書 

 

生駒市都市計画税条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

  

平成２８年３月３１日 

                  

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市都市計画税条例の一部を改正する条例 

生駒市都市計画税条例（昭和５０年１２月生駒市条例第３２号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第２項中「第２３項、第２４項」を「第２２項から第２４項まで」に、

「又は第３０項から第３３項まで」を「から第３１項まで、第３３項又は第３４

項」に改める。 

附則第３条の８中「附則第３条の４」を「附則第３条の５」に、「第２０項」

を「第１９項」に改め、同条を附則第３条の９とする。 

附則第３条の７中「附則第３条の４」を「附則第３条の５」に、「第２０項」

を「第１９項」に改め、同条を附則第３条の８とする。 

附則第３条の６中「附則第３条の４」を「附則第３条の５」に、「第２０項」

を「第１９項」に改め、同条を附則第３条の７とする。 

附則第３条の５中「第２０項」を「第１９項」に改め、同条を附則第３条の６

とする。 
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附則第３条の４中「第２０項」を「第１９項」に改め、同条を附則第３条の５

とし、附則第３条の３の次に次の１条を加える。 

（法附則第１５条第４２項の条例で定める割合） 

第３条の４ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合は、

５分の４とする。 

附則第４条、第６条及び第６条の２中「第２０項」を「第１９項」に改める。 

附則第８条中「附則第３条の４及び第３条の６」を「附則第３条の５及び第３

条の７」に、「附則第３条の４及び第３条の７」を「附則第３条の５及び第３条

の８」に、「附則第３条の５、第３条の７及び第３条の８」を「附則第３条の

６、第３条の８及び第３条の９」に、「附則第３条の７から第４条まで」を「附

則第３条の８から第４条まで」に改める。 

附則第９条中「若しくは第４２項」を「、第４２項若しくは第４５項」に、「

第３０項から第３３項まで」を「第３４項」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の生駒市都市計画税条例（以下「新条例」という｡)の規定は、平成２

８年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２７年度分までの都市

計画税については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第３条の４の規定は、この条例の施行の日以後に新たに取得され

る地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）第１条の

規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第４

２項に規定する家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分の都市計画税に

ついて適用する。 
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議案第 48 号  

 

専決処分につき承認を求めることについて 

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を定めることについては、

市議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２８年３月３１日別紙のとおり

処分したから、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

平成２８年５月１１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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専第 ４ 号 

 

           専  決  処  分  書 

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

  

平成２８年３月３１日 

                  

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 生駒市国民健康保険税条例（平成１２年３月生駒市条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２３条第２号中「２６０，０００円」を「２６５，０００円」に改め、同条

第３号中「４７０，０００円」を「４８０，０００円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市国民健康保険税条例の規定は、平成２８年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、平成２７年度分までの国民健康保険税につい

ては、なお従前の例による。 
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議案第 49 号  

 

専決処分につき承認を求めることについて 

 

生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部を改正する条例を定めることについ

ては、市議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２８年３月３１日別紙の

とおり処分したから、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

平成２８年５月１１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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専第 ５ 号 

 

           専  決  処  分  書 

 

生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

  

平成２８年３月３１日 

                  

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部を改正する条例 

生駒市立幼稚園保育料徴収条例（昭和２５年４月生駒市条例第１６号）の一部

を次のように改正する。 

第５条第１項第１号中「３歳から小学校３年までの者が同一世帯に」を「特定

被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第１４

条の２第１項に規定する特定被監護者等をいう｡)が」に改め、同項第２号中「天

災地変により」を削る。 

附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第 50 号  

 

専決処分につき承認を求めることについて 

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例を定めることについては、市議会

を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、平成２８年３月３１日別紙のとおり処分した

から、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

平成２８年５月１１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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専第 ６ 号 

 

           専  決  処  分  書 

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

  

平成２８年３月３１日 

                  

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例 

生駒市立保育所条例（昭和３０年３月生駒市条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

別表備考第８項各号列記以外の部分を次のように改める。 

   前項の規定にかかわらず、児童の属する世帯が次に掲げる世帯（以下「

要保護者等世帯」という｡)である場合におけるこの表の適用については、

Ｂ階層の世帯にあっては当該世帯の保育料の額は０円とし、Ｃ1 階層から

Ｃ6 階層までの世帯及びＣ7 階層のうち市町村民税の所得割額が７７,１０

０円以下の世帯にあっては当該世帯の保育料の額は同表に定める括弧内の

額とする。 

別表備考に次の１項を加える。 

 ９ 前２項の規定にかかわらず、特定被監護者等（子ども・子育て支援法施

行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条の２第１項に規定する特定被

監護者等をいう。以下同じ｡)が２人以上いる場合におけるこの表の適用に
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ついては、児童の属する世帯がＢ階層からＣ4 階層までの世帯及びＣ5 階層

のうち市町村民税の所得割額が５７,６９９円以下の世帯（要保護者等世

帯を除く｡)の保育料の額は、最年長の特定被監護者等から順に２人目は同

表に定める括弧内の額、３人目以降は０円とし、児童の属する世帯が要保

護者等世帯であってＣ1 階層からＣ6 階層までの世帯及びＣ7 階層のうち市

町村民税の所得割額が７７,１００円以下の世帯の保育料の額は、最年長

の特定被監護者等から順に２人目以降は０円とする。  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市立保育所条例の規定は、平成２８年度分の保育料から適用

し、平成２７年度分までの保育料については、なお従前の例による。  
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